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特定非営利活動法人東京都就労支援事業者機構 

 

１ 事業の成果 

国の再犯防止推進計画を踏まえ、刑務所出所者等の就労確保を重視し、実雇用の拡大に取り組んだ。

周知・啓発や求人・求職ニーズの把握を進め、関係機関・協力雇用主と連携して就職支援を推進した。

さらに、就職後の定着支援や協力雇用主への支援・開拓を強化し、社会復帰の促進に努めた。これらの

取組により、一定の成果を得た。 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業               （事業費の総費用【34,630】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

雇用協力事業者の
開拓事業 

事業者に対し、協力雇用主制度に
関する広報活動（ホームページに
よる情報提供、パンフレットの配
布）、関係機関・団体及び企業等へ
の働き掛けを行った。 

4月 1日 

～3 月 31日 
都内事業所

等 ７人 
協力雇用主

等 
86者 37 

雇用協力事業者の
交流・研修事業 

更生保護制度及び刑務所出所者

等の雇用に必要な知識の習得と、

雇用に関する情報交換を図るた

め、関係機関と協同して研修会を

実施した。 

これにより、関係機関間の連携強

化及び刑務所出所者等の雇用支

援に関する理解の向上を図った。 

4月 1日 

～3 月 31日 
東京保護観

察所  ５人 
協力雇用主

等 
 25 者 5 

犯罪者等を雇用す
る企業に対する助
成事業 

協力雇用主に対し求人の勧奨を

行うとともに、採用活動に必要な

求職情報の提供や、就労支援対象

者による損害等に対する見舞、採

用活動に対する支援を実施した。 

また、刑務所出所者等を雇用する

事業者に対し助成を行った。 

これにより、協力雇用主の採用活

動の促進及び就労支援対象者の雇

用機会の拡大を図った。 

4月 1日 

～3 月 31日 

都内の事業

所、公共職

業安定所、

矯正施設、

東京保護観

察所、更生

保護施設等 

４人 
協力雇用主

等 
92者 770 

雇用協力事業者に
対する顕彰事業 

組織運営や就労支援事業に多大な

功績があった者に対して感謝状を
贈呈し、その功績を広く周知した。 

4月 1日 

～3 月 31日 
都内事業所

等 １人 
協力雇用主

等 
3 者 63 

更生保護事業の広
報啓発事業 

刑務所出所者等への偏見や差別を

解消し、就労しやすい社会環境を

整備するため、ホームページ等を

通じて更生保護の重要性に関する

広報・啓発を行った。 

これにより、更生保護に対する社

会的理解の促進を図った。 

4月 1日 

～3 月 31日 

都内の事業

所、公共職

業安定所、

矯正施設、

東京保護観

察所、更生

保護施設等 

４人 不特定多数 不特定多数 45 

犯罪者等及び犯

罪被害者等に対

する就労支援事

業 

 

就労支援対象者に対し、ビジネス

マナー研修の実施、エチケット教

本・社会復帰支援教本の作成・配

布、求職活動に必要な交通費や作

業着等の支援を行い、基礎的能力

の向上と求職活動の円滑化を図っ

た。 

4月 1日 

～3 月 31日 

都内の事業

所、公共職

業安定所、

矯正施設、

東京保護観

察所、更生

保護施設等 

４人 
犯罪者及び

犯罪被害者

等 
 439 者 1,277 
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国、地方
公 共 団
体 及 び
民 間 団
体 に よ
る 犯 罪
や 非 行
し た 者

の 就 労
支 援 に
関 連 す
る 事 業

に 対 す
る協力、

受 託 及
び 連 携
に 関 す
る事業 

刑 務 所
出 所 者
等 就 労

支 援 事
業（協力
雇 用 主
等 支 援
業務） 

刑務所出所者等の雇用に関する周
知・啓発について、面談及び文書

等により協力雇用主等へ周知・情
報提供・助言を行うとともに、求

職情報や助成金等の事業主向け支
援制度の情報提供、雇用管理に関
する助言等を実施した。 

4月 1日 

～3 月 31日 

都内の事業

所、公共職

業安定所、

矯正施設、

東京保護観

察所、更生

保護施設等 

４人 
協力雇用主

等 

2,693 者 

12,568 
対象求人未提出事業所に対し、訪
問・電話等により求人提出を促す
とともに、対象事業所情報の把握・
連絡、求人申込書の確認、専用求
人紹介冊子の作成・配付等を行い、
刑務所出所者等専用求人の提出を
促進した。 

3,372 人 

事業主から対象情報を収集し、整
理・分析の上、得られた有益な情
報を業務運営に生かした。 

843者 

更 生 保
護 就 労

支 援 事
業 

就職活動支援対象者について、事
業主の求人ニーズとの調整や助
言、面接旅費等の支援を行い、就
職活動を支援するとともに、就職
に資する基礎的能力の向上を図っ
た。 

4月 1日 

～3 月 31日 

都内の事業

所、公共職

業安定所、

矯正施設、

東京保護観

察所、更生

保護施設等 

４人 
協力雇用主

等支援対象

者 

258 人 

19,791 
職場定着支援対象者について、職
場訪問や面接、電話等により就労
状況を把握し、状況に応じて対象
者及び事業主に適切な相談助言を

行い、職場定着に向けた支援を実
施した。 

181 人 

身 元 保
障事業 

刑務所出所者等の円滑な就労を支
援し、併せて雇用事業主の負担軽
減を図るため、身元保証事務を適
正に実施し、雇用事業主の安心感
の向上と就労機会の確保に寄与し
た。 

12 月 1日 

～3 月 31日 

東京都就労

支援事業者

機構 
１人 

刑務所出所 

者等の就労 

支援対象者 

128 人 74 

 

（２）その他の事業 

   特定非営利活動に係る事業以外の事業は実施していない。                  
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  令和7年度　活動計算書（その他事業がない場合）

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益

１　受取会費
正会員受取会費 2,464,000
賛助会員受取会費 169,000

2,633,000
２　受取寄附金

受取寄附金

３　受取助成金等
受取助成金 2,147,000

2,147,000
４　事業収益

法務省業務委託料 20,177,708
厚生労働省業務委託料 12,837,000
身元保証事業委託料 234,000

33,248,708
５　その他の収益

受取利息 7,528
7,528

経　常　収　益　計 38,036,236
【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費
（１）人件費

給料手当 21,584,682
通勤費 1,012,539
法定福利費 2,811,145
福利厚生費 13,237

25,421,603
（２）その他経費

家　　　賃 2,493,216

水 道 光 熱 費 166,236

通 信 運 搬 費 1,017,141

印 刷 製 本 費 1,561,424

借　 　 料 829,566

旅 費 交 通 費 214,416

消 耗 品 費 128,765

会  議  費 5,376

研  修  費 476,850

支 払 助 成 金 807,135

租 税 公 課 1,500,600

雑      費 7,472 9,208,197

事業費計 34,629,800
２　管理費

（１）人件費

給料  手当 784,318

通  勤  費 28,261

 法 定 福 利 費 365,793

 福 利 厚 生 費 2,439

1,180,811
（２）その他経費

家　　　賃 103,884

水 道 光 熱 費 6,923

通 信 運 搬 費 254,391

印 刷 製 本 費 152,121

借 　　 料 32,166

旅 費 交 通 費 41,018

消 耗 品 費 103,675

会  議  費 189,073

保  険  料 19,000

諸  会  費 15,000

顧　問　料 475,200

雑      費 6,068

支 払 手 数 料 55,936

租 税 公 課 2,300

新 聞 図 書 費 5,500

支 払 保 証 料 64,350

1,526,605
管理費計 2,707,416

経　常　費　用　計 37,337,216
当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① 699,020

【Ｃ】　経　常　外　収　益
固定資産売却益
過年度損益修正益

経　常　外　収　益　計 0
【Ｄ】　経　常　外　費　用

固定資産売却損
災害損失
過年度損益修正損

経　常　外　費　用　計 0
当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・② 0

税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ 699,020
法人税、住民税及び事業税　・・・④
前期繰越正味財産額　・・・⑤ 15,751,186

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ 16,450,206

特定非営利活動法人　東京都就労支援事業者機構 

事 業 報 告 用
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令和７年度　貸借対照表

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部

１　流動資産
17,227,608

現金預金 15,308,972
未収金 1,681,527
棚卸資産 19,109
預け金 3,500
前払費用 214,500

流動資産合計　・・・① 17,227,608
２　固定資産

（１）有形固定資産
車両運搬具
什器備品

（２）無形固定資産
ソフトウェア
借地権

（３）投資その他の資産 495,000
敷金 495,000
長期貸付金

固定資産合計　・・・② 495,000

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 17,722,608

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

1,272,402
未払金 385,401
前受会費 3,000
預り金 113,401
未払消費税 770,600

流動負債合計　・・・③ 1,272,402
２　固定負債

長期借入金
退職給付引当金

固定負債合計　・・・④
負　債　合　計　③＋④ 1,272,402
【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 15,751,186
当期正味財産増減額 699,020

正　味　財　産　合　計 16,450,206

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 17,722,608

特定非営利活動法人　東京都就労支援事業者機構

事 業 報 告 用
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特定非営利活動法人東京都就労支援事業者機構

１． 重要な会計方針

　　 　財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年７月20日　2017年12月12日最終改正　NPO法人会計基準協議会）
によっています。

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

　 固定資産の減価償却の方法
該当なし

　 引当金の計上基準
該当なし

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

消費税等の会計処理
税込方式によっています。

２． 事業別損益の状況

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
該当なし

４． 使途等が制約された寄附金等の内訳
該当なし

５． 固定資産の増減内訳

該当なし

６． 借入金の増減内訳
該当なし

７． 役員及びその近親者との取引の内容
該当なし

８．

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　その他の事業に係る資産の状況

該当なし

各事業の事業費と管理に共通する経費のうち、給料、法定福利費、通勤費、福利厚生費、通信運搬費、印刷製本
費、消耗品費、家賃、水道光熱費については従事割合に基づき按分しています。

令和７年度　　計算書類の注記

（４）

（２）

（１）

（５）

（３）

【税込】(単位：円)

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事 業 報 告 用



 書式第１７号（法第２８条関係）

     年度　財産目録令和7年度　財産目録

         （単位：円）
科 目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部

１　流動資産

現金預金

現金 63,344 
三井住友銀行普通預金 7,176,030 
ゆうちょ銀行当座預金 8,069,598 

15,308,972
未収金

更生保護就労支援事業未収金 1,681,527 

1,681,527
棚卸資産

貯蔵品 19,109 
預け金 3,500 
前払費用 214,500 237,109

流動資産合計　・・・① 17,227,608
２　固定資産

（１）有形固定資産

（２）無形固定資産

（３）投資その他の資産
敷金

東京都就労支援事業者機構 495,000

495,000
長期貸付金

○○銀行

固定資産合計　・・・② 495,000

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 17,722,608

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

未払金
法定福利 203,729
通信運搬 103,040
借料 34,540
印刷製本 10,659
通信・携帯以外 33,433

385,401
前受会費 3,000

3,000
預り金

預  り  金 113,401

未払消費税等 770,600

884,001
流動負債合計　・・・③ 1,272,402
２　固定負債

長期借入金

退職給付引当金

固定負債合計　・・・④

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④ 1,272,402

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 16,450,206

特定非営利活動法人 東京都就労支援事業者機構

事 業 報 告 用


